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序     文 
 

スーダン共和国では、1986年に市民権・政治的権利に関する国際規約を批准し、1998年の憲法

改正で、表現・報道の自由に対する権利を保障しています。和平合意後は、2005年の南部スーダ

ン暫定憲法において、第2部「権利の章典」第28条「表現とメディアの自由」が規定されており、

また、南スーダン共和国（以下、「南スーダン」）独立後は、同規定に基づき、南スーダンのメディ

アを管轄する情報省がメディア関連のパッケージ法案（南スーダン公共放送法案・独立放送規制

局法案・情報へのアクセス権に関する法案）を起草しています。しかし、本草案は現在のところ

議会を通過しておらず、公共放送局は立ち上がっておりません。また、選挙報道のみならず通常

の報道においても、国家が報道に介入するケースが散見されており、メディアの独立性を確保す

る重要性は高くなっています。加えて、ジャーナリストを訓練するための組織、環境、人材が不

足していることから、プロフェッショナリズム（正確・中立・公正な報道）に関する意識が低い

ことも課題となっています。 

国際協力機構（JICA）は、2010年11月、住民投票後の南部スーダンの平和の定着に向けた支援

方針を検討するために必要な基礎情報収集調査を行い、地方行政分野、財政・税関分野、メディ

ア支援分野に係る調査を行いました。この調査の結果、メディア支援の分野においては、ジャー

ナリスト研修や国営放送局に対する技術協力の妥当性が確認されたことから、2011年5月には、国

家建設におけるメディアの重要性を踏まえ、情報省及びジャーナリストが正確・中立・公正なメ

ディアに関する知識を習得することを目的として、日本のメディア政策や民主国家におけるメディ

アの役割に関する講義や視察を含む本邦研修を実施しました。また、2011年8月には、日本の有識

者によるメディアセミナーを現地で実施するとともに、独立後の南スーダンのメディアの現状を

調査しました。 

上記研修及び現地セミナーを踏まえ、南スーダン政府からJICAに対し、メディア分野に対する

更なる協力として「南スーダンTV・ラジオ組織能力強化プロジェクト」が要請されたため、JICA

は2012年3月12日から3月22日にかけて、詳細計画策定調査を実施しました。本報告書は、同調査

の結果を取りまとめたものであり、今後の南スーダンメディア支援等において広く活用されるこ

とを願うものであります。終わりに、調査にご協力とご支援頂いた内外関係各機関の方々に心か

ら御礼申し上げるとともに、引き続き本プロジェクトに対するご支援をお願い申し上げます。 

 

平成25年1月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部長 入柿 秀俊 
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情報省との協議 南スーダン TVでのワークショップ 

  

南スーダンラジオでのワークショップ 南スーダンラジオのスタジオ 

  

ミニッツ協議 情報大臣のスピーチ（ミニッツ署名式）

  

ミニッツ署名 ミニッツ署名  
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事業事前評価表 

 

国際協力機構産業開発・公共政策部法・司法課 

１．案件名                                         

 国 名： 南スーダン共和国 

 案件名： 和名 南スーダン TV・ラジオ組織能力強化プロジェクト 

 英名 The Project for Institutional Capacity Development of South 

Sudan TV and Radio 

  

２．事業の背景と必要性                                   

（1）当該国におけるメディアセクターの現状と課題 

南スーダンは、20 年にわたる長期の内戦の影響から、国家運営のための十分な制度

が確立されておらず、独立国家としての政府機構を確立させるための課題が山積してい

る。同国では国際社会の支援を得ながら国家建設を進めているが、新しい民主国家建設

プロセスにおいては、「第四の権力」であるマスメディアの役割が極めて重要であり、

特に紛争直後の国では、新国家が健全に運営され、かつ紛争再発を予防する上で、監視

機能を果たすメディアの役割は大きい。加えて、紛争の影響で国内のインフラが荒廃し、

都市間の移動が制約されている南スーダンにおいては、国民の生活に必要な情報（教育、

保健、防災等）を中央から地方に提供することが困難であることから、メディアを通じ

これを克服することも期待されている。 

 南スーダンでは和平合意以降、活字メディアが次々に発刊され、2011 年 7 月の独立

までに新聞 14 紙、雑誌は３誌まで拡大したが、「The Citizen」紙を除いて国内に印刷

施設を持たず、財源もドナーあるいは国際機関の支援や NGO からの寄付に依存しており、

「独立メディア」とはほど遠い状況である。放送メディアも広告を提供し得る企業が存

在しないため、民間放送局は未発達であり、TV については、地上波は国営南スーダン

TV（South Sudan TV）のみである。ラジオについては、国営南スーダンラジオ（South Sudan 

Radio）のほか、36 局が登録しているが、ほとんどがドナー、国際機関、NGO が資金援

助しているコミュニティーFM である。また、上述のメディアの独立性や財源不足の問

題に加え、あらゆるメディアにおいて、報道技術、放送機材維持管理、番組内容の等の

改善が課題となっている。 

 情報省傘下の国営南スーダンＴＶ・ラジオ（South Sudan TV and Radio）について

は、国内最大のカバーエリアを持つメディアであり、今後、公共放送局化が予定されて

いることから、南スーダンＴＶ・ラジオが正確・公正な報道、多文化・多民族に配慮し

た番組制作を行うことで、民主国家を支える健全な市民社会の形成に資することが期待

されている。一方、公共放送局化に向けた具体的な計画は策定されておらず、職員につ

いては、放送機材維持管理及び番組制作に係る十分なトレーニングを受けておらず、正
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確且つ公平な報道を行う能力も不足している。係る背景から、南スーダンＴＶ・ラジオ

の公共放送局化に向けたプロセスを支援すると共に、同局の人材育成を図ることが不可

欠な状況である。 

 

（2）当該国におけるメディアセクターの開発政策と本事業の位置づけ 

 情報省は、南スーダンにおける自由かつ独立したメディアの涵養、国民の表現の自由

の保護等を政策目標として掲げている。南スーダンＴＶ・ラジオの公共放送局化及び機

能強化は同政策目標を実現する手段の一つとして位置づけられ、本プロジェクトはこれ

を支援するものである。 

 

（3）メディアセクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

  我が国は「対南スーダン共和国事業展開計画」の中で、援助重点分野として「新国

家建設支援（インフラ整備・ガバナンス能力強化）」を掲げている。ガバナンス能力強

化については、2010 年 9 月 17 日にブラッセルで開催された「南部スーダン政府能力強

化ハイレベル会合」において、南部スーダン財務大臣より最も優先順位の高い分野とし

て提案された 7分野の 1つである。南スーダンにおけるガバナンスの課題（治安能力強

化、税関能力強化等）は山積しており、本事業では、メディアの強化を通じて南スーダ

ンの民主国家建設プロセスを支援し、もって同国のガバナンスの改善に資するものであ

る。 

 

（4）他の援助機関の対応 

 国連南スーダン共和国ミッション（UNMISS）及び米国開発庁（USAID）は、欧米 NGO

に委託する形でのラジオ放送の実施及び現地ジャーナリストへの研修を実施しており、

国連児童基金（UNICEF）は、国民の啓発を目的としたラジオハンドブック（衛生状況や

病気についてのことがかかれたハンドブックをラジオに配布し、リスナーが質問してき

た時などに参照できる）の作成等を行っている。また、英国国際開発省（DFID）は、情

報省を中心とした政府内のコミュニケーション及び政府広報機能の強化を目的とし、情

報省への専門家派遣を行っている。 

 

３．事業概要                                         

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

  本プロジェクトは、南スーダンＴＶ・ラジオが公共放送局化に向けた課題と対処方

針及び組織ビジョンを纏めると共に、放送機材管理、番組制作、報道に携わる職員の能

力強化を行うことにより、南スーダンＴＶラジオの人材育成を図り、もって南スーダン

ＴＶ・ラジオによる正確、公平、中立な情報の国民への提供に寄与するものである。 



iii 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

ジュバ 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

 ・機材管理、番組制作、報道を担当する南スーダンＴＶ・ラジオの職員。 

 ・南スーダンＴＶ・ラジオの公共放送局化に向けた計画策定に関与する南スーダンＴ

Ｖ・ラジオ職員及び情報省職員 

   

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2012 年 12 月～2016 年 11 月を予定（計 48 ヵ月） 

 

（5）相手国側実施機関 

情報省、南スーダンＴＶ・ラジオ 

 

（6）投入（インプット） 

1）日本側 

【専門家】 

総括/放送局運営、機材管理、番組制作、報道、業務調整等 

 【供与機材】 

 プロジェクトの効果的な実施及び技術移転のため必要となる機材が供与される（ＦＭ

塔、スタジオ等を予定）。 

 【研修】 

 カウンターパート（C/P）本邦研修、現地国内研修、第三国研修 

  

2）南スーダン国側 

【カウンターパート配置】 

プロジェクト・ダイレクター（情報省 情報局長） 

プロジェクト・マネジャー（南スーダンＴＶ・ラジオ ラジオ局長及びＴＶ局長） 

  カウンターパート（南スーダンＴＶ・ラジオの常勤職員、情報省職員） 

   

  【ローカルコスト】 

  カウンターパートに係る人件費 

  供与機材に係る維持管理費 

  光熱水道費等 

   



iv 

  【その他】 

  プロジェクトに必要な情報収集 

  情報開示への協力及び施設の立入許可等 

   

（7）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠： 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）に掲

げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、

環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減、その他 

特になし 

 

（8）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動： 

JICA は、2011 年 5 月に情報省職員及びジャーナリストが正確・中立・公正なメディ

アに関する知識を習得することを目的として、日本のメディア政策や民主国家における

メディアの役割に関する講義や視察を含む本邦研修を実施した。また、2011 年 8 月に

は、日本の有識者によるメディアセミナーを現地で実施している。本プロジェクトでは、

上記の本邦研修及び現地セミナーの参加者の一部をカウンターパートとする予定であ

る。 

 

2）他ドナー等の援助活動： 

  他ドナーによる南スーダンＴＶ・ラジオ職員の人材育成を目的としたプロ 

ジェクトは実施されていないが、UNMISS や UNICEF は南スーダンメディアの現状 

調査を既に実施しているため、同調査のレポートを本プロジェクトの参考資料 

として利用できる。 

 

４．協力の枠組み                                       

（1）協力概要 

1）上位目標： 

南スーダンＴＶ・ラジオによって、正確・公平・中立な情報が国民に届けられる。 
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指標： 

・南スーダンＴＶ・ラジオの視聴者の増加 

・南スーダンＴＶ・ラジオの報道内容の信頼性に対する視聴者の認識の変化1 

 

2）プロジェクト目標： 

南スーダンＴＶ・ラジオにおいて、正確・公平な情報を国民に届けるメディア 

に必要とされる人材が育成される。 

 

指標2： 

・南スーダンＴＶ・ラジオにおいて、放送機材運用・維持管理マニュアルに従って、放

送機材運用・維持管理が行われる。 

・南スーダンＴＶ・ラジオにおいて、番組制作マニュアルに従って、番組制作が行われ

る。 

・南スーダンＴＶ・ラジオ職員が、倫理規範及び記者ハンドブックの内容を理 

解し、これを利用した報道を行う3。 

・南スーダンＴＶ・ラジオの放送時間が、プロジェクト開始時に比して●％増える。 

・南スーダンＴＶ・ラジオの制作する番組のジャンルが、プロジェクト開始時に比して

●％増える。 

・南スーダンＴＶ・ラジオ職員による報道内容がプロジェクト開始時と比して改善され

る4。 

 

3）成果及び活動 

成果１： 

南スーダンＴＶ・ラジオにおいて、公共放送局化に向けた組織運営上の課題が 

明確化され、同課題解決のための対処方針及び組織ビジョンが纏められる。 

  

指標：   

・公共放送局化に向けた課題、同課題に対する対処方針、及び組織ビジョンが 

南スーダンＴＶ・ラジオ及び情報省の中で共有される。 

                                                  
1 南スーダンＴＶ・ラジオの報道内容に係る視聴者へのアンケートを実施し、ベースライン
調査時のアンケート結果との比較を行う事で、改善の度合いを測る予定。 
2 南スーダンＴＶ・ラジオ職員及び視聴者へのアンケートを実施し、ベースライン調査時の

アンケート結果との比較を行う事で、改善の度合いを測る予定。 
3 倫理規範、記者ハンドブックの理解度及び利用度については、南スーダンＴＶ・ラジオ職

員へのアンケート及びインタビュー等で確認する。 
4報道内容に誤報が少ない、選挙時に各政党の情報を同じ時間ずつ放送する等を指す。より

詳細な指標については、ベースライン調査の結果を踏まえて検討する。 
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・南スーダンＴＶ・ラジオの公共放送局としての持続的な経営を可能とする予 

算が措置される。 

 

活動： 

1-1 南スーダンのメディアの現状を把握するとともに、南スーダンＴＶ・ラ    

ジオ及びその聴衆・視聴者に係るベースラインデータ5を収集・分析する。 

1-2 南スーダンＴＶ・ラジオが各国の公共放送局についての調査を行う。 

1-3 南スーダンＴＶ・ラジオが公共放送局化に向けた課題（持続的な経営を 

可能とする予算措置を含む）を抽出する。 

1-4 南スーダンＴＶ・ラジオが公共放送局化するための課題への対処方針を  

作成する。 

1-5  南スーダンＴＶ・ラジオが公共放送局化するための組織ビジョンを作成する。 

 

成果２： 

南スーダンＴＶ・ラジオにおいて、職員の放送機材運用・維持管理に係る能力 

が向上する。 

 

指標： 

・放送機材運用・維持管理に係る On the Job Training (OJT)を受けた南スーダ 

ンＴＶ・ラジオ職員の人数 

・放送機材運用・維持管理マニュアルが作成される 

・放送機材の故障件数がプロジェクト開始時に比して●％減る 

・放送事故の件数がプロジェクト開始時に比して●％減る 

 

活動２： 

2-1    南スーダンＴＶ・ラジオの機材担当部門が、放送機材の運用及び維持管 

理に係る課題を分析する。 

2-2    南スーダンＴＶ・ラジオの機材担当部門が、日本人専門家の助言を踏ま 

       えつつ、放送機材の運用及び維持管理に係る職員向けのＯＪＴを実施す 

る。 

2-3    南スーダンＴＶ・ラジオの機材担当部門が、ＯＪＴの結果を踏まえ、放   

送機材の運用及び維持管理に係るマニュアルを作成する。 

 

成果３： 

                                                  
5 ベースライン調査では、南スーダンＴＶ・ラジオのキャパシティアセスメントを行うと共

に、南スーダンＴＶ・ラジオの報道内容に対する視聴者の満足度等について調査を行う。 
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南スーダンＴＶ・ラジオにおいて、番組制作を担当する職員の番組制作能力が 

向上する。 

 

指標： 

・番組制作に係る OJT を受けた南スーダンＴＶ・ラジオ職員の人数 

・番組制作ガイドラインが作成される 

・番組制作ガイドラインに従って企画・製作された啓発番組の数 

 

活動３：  

3-1  南スーダンＴＶ・ラジオの番組制作部門が、番組制作に係る課題を分析する。 

3-2    南スーダンＴＶ・ラジオの番組制作部門が、日本人専門家の助言を踏まえつつ、

番組制作に係る職員向けのＯＪＴを実施する。 

3-3    南スーダンＴＶ・ラジオの番組制作部門が、ＯＪＴの結果を踏まえ、番組制作

ガイドラインを作成する。 

3-4    南スーダンＴＶ・ラジオの番組制作部門が、日本人専門家の指導を受けつつ、

国民の啓発を目的とした番組を制作する。 

3-5    南スーダンＴＶ・ラジオの番組制作部門が、自ら国民の啓発を目的とした番組

を制作する。 

 

成果４： 

南スーダンＴＶ・ラジオにおいて、報道担当者のプロフェッショナリズム（正 

確・公正な報道）に関する意識が向上する。 

 

指標： 

・報道に係る OJT を受けた南スーダンＴＶ・ラジオ職員の人数 

・報道担当者向け倫理規範が作成される 

・調査報道6の実施回数が増える 

・記者ハンドブック7が作成される 

 

活動４：  

4-1  南スーダンＴＶ・ラジオの報道担当部門が南スーダンＴＶ・ラジオの報道に係

る現状と課題を分析する。 

                                                  
6 あるテーマや事件に対し、行政官庁や企業からだけの情報に頼らずに（これを中心とする
報道を発表報道という）、取材する側が主体性と継続性を持ち、様々なソースから情報を積

み上げていく事によって、新事実を突き止めていくタイプの報道。 
7 記事の書き方や報道に係る用語等を纏めたハンドブック。 
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4-2    南スーダンＴＶ・ラジオの報道担当部門において、日本人専門家の助言を踏ま

えつつ、報道担当者への研修を実施する。 

4-3    南スーダンＴＶ・ラジオが、報道担当者向けの倫理規範を作成する。 

4-4    南スーダンＴＶ・ラジオが、日本人専門家の助言を踏まえつつ、（選挙等の）Ｏ

ＪＴを通じて調査報道を実施する。 

4-5    南スーダンＴＶ・ラジオが、ＯＪＴの結果を踏まえ、自ら調査報道を実施する。 

4-6    南スーダンＴＶ・ラジオの報道担当部が、ＯＪＴの結果を踏まえ、記者ハンド

ブックを作成する。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・一部の指標（南スーダンＴＶ・ラジオの報道内容の信頼性に対する視聴者の認識等）

については、プロジェクト開始後にベースライン調査を行い、同調査の結果を踏まえつ

つ、具体的な数値等の詳細を決定する予定である。 

・成果 1では、カウンターパート以外の関係省庁にも関連する事項（南スーダンＴＶラ

ジオの予算、採用計画等）については、ワークショップ等に関連省庁の参加・協力が得

られるよう、配慮する。また、成果 1に係る活動は、南スーダンＴＶ・ラジオの在り方

を模索していくものであることから、カウンターパートの主体性を担保しながら活動す

るよう留意する。 

・機材供与については、南スーダン側がプロジェクト終了後も自律的に機材のメインテ

ナンスやスペアパーツ調達を行えるよう、メインテナンス及びスペアパーツ購入に関す

る情報の提供、購入計画作成、必要な予算確保のための支援を行うなど、供与機材が持

続的に活用されることに留意する。南スーダンでは、ラジオが第一のメディアであり、

ラジオ放送の拡大に資する機材（ＦＭ塔、スタジオ等を予定）を中心に供与する。一方、

ＴＶ放送はラジオ放送にない視覚情報を通じ、視聴者の理解促進を図る機能が有るため、

ＴＶ機材についても、国民の啓発を目的とした番組制作に資する機材等を供与する予定

である。 

・加えて、成果 2、成果 3及び成果 4の活動を通じて得られた教訓等を成果 1の活動に

フィードバックすることを通じ、組織運営の改善を図るなど、成果 1～4 の活動を上手

く連携させることを通じ、プロジェクト目標（南スーダンＴＶ・ラジオにおいて、正確・

公平な情報を国民に届けるメディアに必要とされる人材が育成される）の達成を目指す。 

・本プロジェクトでは、南スーダンＴＶ・ラジオの人材育成に重点を置き、日本人専門

家によるＯＪＴを通じて技術指導を行うほか、ＯＪＴの結果を踏まえ、執務に必要なマ

ニュアルやガイドライン等を作成する。併せて、人材育成の対象については、常勤職員
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を優先させることとし、日本人専門家の指導を受けた常勤職員が非常勤職員にその知見

を伝える等の試みを通じ、日本人専門家から得た技術や知識が組織的に蓄積されるよう

努める。 

・成果 3及び成果 4に係る活動については、選挙のタイミングに合わせて選挙報道の方

法を指導する等、現地での政治的なイベントを実践的な OJT の場として活用する（例え

ば、南スーダンでは 2015 年に総選挙が予定されているため、同選挙に合わせて専門家

の派遣を行い、選挙報道の方法や討論番組の作成等にかかる指導を行う）。 

・国家建設のプロセスにおいて、中央における重要な政策的議論を広く国民に知らせ、

国民の政治への参加を促進させるとともに、教育・保健・農業等のサービスに係る情報

を広く国民に普及するためにはラジオが第一のメディアであるため、本プロジェクトで

はラジオを中心とした協力内容とする。このため、ベースライン調査を通じ、本プロジ

ェクトを通じてパイロット的に制作する番組数の目安を設定する際、ラジオ番組を中心

とするが、ＴＶ番組についても一定数の設定を行う。 

 

（2）その他インパクト 

・成果３では、教育や保健等をテーマとする国民の啓発を目的とした番組制作を予定し

ており、同活動の中で南スーダンＴＶ・ラジオ職員の番組制作能力が向上するのみなら

ず、国民の教育水準の向上や、保健衛生に係る意識の向上に資する事が期待される。 

・また、JICA は南スーダンにおいて、教育や保健を含む様々なセクターでプロジェク

トを実施しているため、他セクターのＪＩＣＡプロジェクトとの連携による相乗効果も

見込まれる。特に、南スーダンでは地方へのアクセスに必要なインフラが劣悪であるた

め、本プロジェクトで支援するラジオ等のメディアを通じ、地方へのアウトリーチを拡

大する事が期待できる。 

・さらに、民主国家における「第四の権力」であるメディアの支援を行う事により、国

内の様々な民族に配慮した報道が行われ、紛争の再発防止に資する事が期待される。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                        

（1）事業実施のための前提 

・メディア関連法案が施行され、南スーダンＴＶ・ラジオが公共放送局化された後にお

いても、南スーダンＴＶ・ラジオの組織構造が大幅に変化しない。 

・南スーダン政府が南スーダンＴＶ・ラジオの運営に十分な予算を供与する。 

（2）成果達成のための外部条件 

・機材管理、番組制作、報道に関与する主要な職員が南スーダンＴＶ・ラジオに残る。 

・ 南スーダンＴＶ・ラジオの放送内容に対して、政府や国会議員等が介入しない。 
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（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・カウンターパートの大幅な人事異動が行われない。 

・メディア視聴者に対するリテラシー教育が実践される。 

・南スーダンＴＶ・ラジオの公共放送局化の方向性が明確化する。 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・南スーダンＴＶ・ラジオを公共放送局に改編する政策が堅持される。 

 

６．評価結果                                         

本事業は、南スーダン国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致して

おり、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

・「ネパール国平和構築・民主化促進のためのメディア能力強化プロジェクト（技術協

力プロジェクト、2010 年 11 月～2013 年 10 月）」では、紛争後の民主化プロセスにある

国に対するメディア支援における、当該国の政治状況等のプロジェクト外の要因に対す

る留意の必要性について指摘している。これを踏まえ、本プロジェクトにおいても、情

報省と日本側の情報共有を密にし、南スーダンＴＶ・ラジオの公共放送局化に向けた動

向や、選挙等の政治イベント前の政府や国会の動向等について、最新の情報を得るよう

努めることとする。 

 

８．今後の評価計画                                       

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3年後 事後評価 

以 上 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の背景 

スーダン共和国（以下、「スーダン」）では、1986年に市民権・政治的権利に関する国際規約を

批准し、1998年の憲法改正で、表現・報道の自由に対する権利を保障している。和平合意後は、

2005年の南部スーダン暫定憲法において、第2部「権利の章典」第28条「表現とメディアの自由」

が規定されており、また、南スーダン共和国（以下、「南スーダン」）独立後は、同規定に基づき、

南スーダンのメディアを管轄する情報省がメディア関連のパッケージ法案（南スーダン公共放送

法案・独立放送規制局法案・情報へのアクセス権に関する法案）を起草している。しかし、本草

案は現在のところ議会を通過しておらず、公共放送局は立ち上がっていない。また、選挙報道の

みならず通常の報道においても、国家が報道に介入するケースが散見されており、メディアの独

立性を確保する重要性は高い。加えて、ジャーナリストを訓練するための組織、環境、人材が不

足していることから、プロフェッショナリズム（正確・中立・公正な報道）に関する意識が低い

ことも課題である。 

国際協力機構（JICA）は、2010年11月、住民投票後の南部スーダンの平和の定着に向けた支援

方針を検討するために必要な基礎情報収集調査を行い、地方行政分野、財政・税関分野、メディ

ア支援分野に係る調査を行った。この調査の結果、メディア支援の分野においては、ジャーナリ

スト研修や国営放送局に対する技術協力の妥当性が確認されたことから、2011年5月には、国家建

設におけるメディアの重要性を踏まえ、情報省及びジャーナリストが正確・中立・公正なメディ

アに関する知識を習得することを目的として、日本のメディア政策や民主国家におけるメディア

の役割に関する講義や視察を含む本邦研修を実施した。また、2011年8月には、日本の有識者によ

るメディアセミナーを現地で実施するとともに、独立後の南スーダンのメディアの現状を調査し

た。 

上記研修及び現地セミナーを踏まえ、南スーダン政府からJICAに対し、メディア分野に対する

更なる協力が要請され、「南スーダンTV・ラジオ組織能力強化プロジェクト」が採択された。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

 （1）先方の要請内容の詳細について確認するとともに、プロジェクト概要、プロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案、活動計画（Plan of Operations：PO）

案、実施体制等について、南スーダン政府関係者と協議を行い、結果を協議議事録（Minutes of 

Meetings：M/M）に取りまとめる。 

 （2）事前評価表作成に向けた情報収集を行う。 

 （3）他ドナーとの情報共有を行う。 

 

１－３ 調査団の構成 

 （1）総括/民主化支援 橋本 敬市  JICA国際協力専門員 

 （2）協力企画 千葉 周   JICA産業開発・公共政策部 法・司法課職員 
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１－４ 調査日程 

2012年3月12日（月）～3月22日（木） 

※詳細は付属資料１．参照 
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第２章 調査結果 
 

２－１ 案件概要 

２－１－１ 枠組み 

本プロジェクトは、南スーダンTV・ラジオが公共放送局化に向けた課題と対処方針及び組織

ビジョンをまとめるとともに、放送機材管理、番組制作、報道に携わる職員の能力強化を行う

ことにより、南スーダンTV・ラジオの人材育成を図り、もって南スーダンTV・ラジオによる正

確、公平、中立な情報の国民への提供に寄与するものである。 

 

２－１－２ ターゲットグループ 

直接受益者：南スーダンTV・ラジオ常勤職員（約180名）、情報省職員 

間接受益者：南スーダンTV・ラジオ非常勤職員（約130名）、南スーダンTV・ラジオの視聴者、

民間ジャーナリスト 

 

２－１－３ カウンターパート（C/P）機関 

南スーダンTV・ラジオ、情報省 

 

２－１－４ 上位目標 

南スーダンTV・ラジオによって、正確・公平・中立な情報が国民に届けられる。 

 

２－１－５ プロジェクト目標 

南スーダンTV・ラジオにおいて、正確・公平な情報を国民に届けるメディアに必要とされる

人材が育成される。 

 

２－１－６ 成果と活動 

成果1： 

南スーダンTV・ラジオにおいて、公共放送局化に向けた組織運営上の課題が明確化され、同

課題解決のための対処方針及び組織ビジョンがまとめられる。 

 

活動： 

1-1 南スーダンのメディアの現状を把握するとともに、南スーダンTV・ラジオ及びその聴

衆・視聴者に係るベースラインデータ1を収集・分析する。 

1-2 南スーダンTV・ラジオが各国の公共放送局についての調査を行う。 

1-3 南スーダンTV・ラジオが公共放送局化に向けた課題（持続的な経営を可能とする予算措

置を含む）を抽出する。 

1-4 南スーダンTV・ラジオが公共放送局化するための課題への対処方針を作成する。 

1-5 南スーダンTV・ラジオが公共放送局化するための組織ビジョンを作成する。 

                                                        
1 ベースライン調査では、南スーダンTV・ラジオのキャパシティ・アセスメントを行うとともに、南スーダンTV・ラジオの報

道内容に対する視聴者の満足度等について調査を行う。 
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指標： 

・公共放送局化に向けた課題、同課題に対する対処方針、及び組織ビジョンが南スーダン

TV・ラジオ及び情報省の中で共有される。 

・南スーダンTV・ラジオの公共放送局としての持続的な経営を可能とする予算が措置され

る。 

 

成果2： 

南スーダンTV・ラジオにおいて、職員の放送機材運用・維持管理に係る能力が向上する。 

 

活動： 

2-1 南スーダンTV・ラジオの機材担当部門が、放送機材の運用及び維持管理に係る課題を分

析する。 

2-2 南スーダンTV・ラジオの機材担当部門が、日本人専門家の助言を踏まえつつ、放送機材

の運用及び維持管理に係る職員向けのオンザジョブ・トレーニング（On-the-Job 

Training：OJT）を実施する。 

2-3 南スーダンTV・ラジオの機材担当部門が、OJTの結果を踏まえ、放送機材の運用及び維

持管理に係るマニュアルを作成する。 

 

指標： 

・放送機材運用・維持管理に係るOJTを受けた南スーダンTV・ラジオ職員の人数。 

・放送機材運用・維持管理マニュアルが作成される。 

・放送機材の故障件数がプロジェクト開始時に比して●％減る。 

・放送事故の件数がプロジェクト開始時に比して●％減る。 

 

成果3： 

南スーダンTV・ラジオにおいて、番組制作を担当する職員の番組制作能力が向上する。 

 

活動： 

3-1 南スーダンTV・ラジオの番組制作部門が、番組制作に係る課題を分析する。 

3-2 南スーダンTV・ラジオの番組制作部門が、日本人専門家の助言を踏まえつつ、番組制作

に係る職員向けのOJTを実施する。 

3-3 南スーダンTV・ラジオの番組制作部門が、OJTの結果を踏まえ、番組制作ガイドライン

を作成する。 

3-4 南スーダンTV・ラジオの番組制作部門が、日本人専門家の指導を受けつつ、国民の啓発

を目的とした番組を制作する。 

3-5 南スーダンTV・ラジオの番組制作部門が、自ら国民の啓発を目的とした番組を制作する。 

 

指標： 

・番組制作に係るOJTを受けた南スーダンTV・ラジオ職員の人数。 

・番組制作ガイドラインが作成される。 
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・番組制作ガイドラインに従って企画・制作された啓発番組の数。 

 

成果4： 

南スーダンTV・ラジオにおいて、報道担当者のプロフェッショナリズム（正確・公正な報道）

に関する意識が向上する。 

 

活動： 

4-1 南スーダンTV・ラジオの報道担当部門が、南スーダンTV・ラジオの報道に係る現状と

課題を分析する。 

4-2 南スーダンTV・ラジオの報道担当部門において、日本人専門家の助言を踏まえつつ、報

道担当者への研修を実施する。 

4-3 南スーダンTV・ラジオが、報道担当者向けの倫理規範を作成する。 

4-4 南スーダンTV・ラジオが、日本人専門家の助言を踏まえつつ、（選挙等の）OJTを通じ

て調査報道を実施する。 

4-5 南スーダンTV・ラジオが、OJTの結果を踏まえ、自ら調査報道を実施する。 

4-6 南スーダンTV・ラジオの報道担当部門が、OJTの結果を踏まえ、記者ハンドブックを作

成する。 

 

指標： 

・報道に係るOJTを受けた南スーダンTV・ラジオ職員の人数。 

・報道担当者向け倫理規範が作成される。 

・調査報道2の実施回数が増える。 

・記者ハンドブック3が作成される。 

 

２－１－７ 投 入 

（1）日本側 

【専門家】 

総括/放送局運営、機材管理、番組制作、報道、業務調整等 

【供与機材】 

プロジェクトの効果的な実施及び技術移転のため必要となる機材が供与される（FM塔、

スタジオ等を予定）。 

【研修】 

カウンターパート（Counterpart：C/P）本邦研修、現地国内研修、第三国研修 

 

                                                        
2 あるテーマや事件に対し、行政官庁や企業からだけの情報に頼らずに（これを中心とする報道を発表報道という）、取材する

側が主体性と継続性をもち、さまざまなソースから情報を積み上げていくことによって、新事実を突き止めていくタイプの報

道。 
3 記事の書き方や報道に係る用語等をまとめたハンドブック。 
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（2）南スーダン側 

【C/P配置】 

プロジェクトダイレクター（情報省 情報局長） 

プロジェクトマネジャー（南スーダンTV・ラジオ ラジオ局長及びTV局長） 

C/P（南スーダンTV・ラジオの常勤職員、情報省職員） 

【ローカルコスト】 

C/Pに係る人件費 

供与機材に係る維持管理費 

光熱水道費等 

【その他】 

プロジェクトに必要な情報収集 

情報開示への協力及び施設の立ち入り許可等 

 

２－２ 南スーダンのマスメディアの現状 

２－２－１ メディアをとりまく環境 

南スーダンでは和平合意後の2005年に制定された暫定憲法において、第2部「権利の章典」に

第28条「表現とメディアの自由」が規定されている。同規定に基づき、同国メディアを管轄す

る情報省はメディア関連のパッケージ法案（南スーダン公共放送法案、独立放送規制局法案、

情報へのアクセス権に関する法案）を起草している。市民団体連合「スーダンにおける民主的

メディア開発に関するコンソーシアム」からのコメントを受けて議会へ提出される予定だった

が、情報省がメディアの権利を制限する形でこれら法案を修正したため紛糾。閣僚評議会から

法案の詳細を事前審査する司法省へ差し戻され、2012年3月段階でも膠着状態となっている。 

現在、放送免許は情報省、周波数の割り当ては電信省の管轄となっているが、これらの法案

が可決され独立放送規制局が設置されれば、放送免許交付が同規制局のマンデートとなるため、

情報省内には権限の喪失への抵抗勢力も存在する。 

また、現在の国営放送局が公共放送局化されれば、放送政策の立案・意思決定は、新たに設

置される「Board of Directors」に移管され、議会に対する説明責任を負うことになるため、同局

に対するグリップを失う政府内の調整に手間取っているとの指摘もある。 

このほか、メディア関連法案が成立すれば、①全メディアの独立性を保障し、②報道倫理規

定を示してモニタリングを行う「メディア評議会」が設置される予定だが、法案の可決が遅れ

るなかで、ジャーナリストに対する政府（特に内務省）の介入が継続しており、報道内容が反

政府的であるとの理由での身柄拘束・脅迫が、独立後だけでも15件見られたという〔南スーダ

ンジャーナリスト連合（Union of Journalist in South Sudan：UJOSS）調べ〕。 

 

２－２－２ メディアの現状 

南スーダンでは和平合意以降、活字メディアが次々に発刊され、2011年7月の独立までに「The 

Citizen」「Juba Post」「Khartoum Monitor」「Sudan Tribune」「The Independent」など新聞14紙、雑

誌は「Southern Eye」「South Sudan Post」「Gurtong Focus」の3誌まで拡大した。独立後も32～36

ページの多色刷りタブロイド紙「New Nation」〔ノルウェーの非政府組織（NGO）が支援〕が新

たに発刊されるなど多様性を増しているが、「The Citizen」紙を除いて国内に印刷施設をもたず
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（ナイロビかカンパラで製版・印刷）、財源もドナーあるいは国際機関の支援やNGOからの寄付

に依存しており、「独立メディア」とはほど遠い状況である。 

同国活字メディアの脆弱性の理由は、①識字率が約15％（情報省）にとどまっており、読者

が都市部の知識層に限定される、②道路インフラが未整備であるため、印刷された新聞・雑誌

の大量輸送が困難、③広告を出せる市場が存在しない―等である。 

このため、国内唯一の日刊紙である「The Citizen」（発行部数は3,000～5,000）でさえ、同社収

入の95％を占める広告収入の60％は政府から、残りも国連関連機関やNGO、ドナーによるもの

であり、自立的なジャーナリズム活動を展開するのは困難な状況となっている。雑誌も「South 

Sudan Post」は独立前、米国の国際NGOから支援を受けて「調査報道」を行っていたが、独立後

に支援が停止され、休刊中だという。 

放送メディアも広告を提供し得る企業が存在しないため、民間放送局は未発達である。TVに

ついては、地上波は国営南スーダンTV（SSTV）のみ（衛星を含めても、国内ではほかに「Ebony」

1局のみ）である。ラジオについては、国営南スーダンラジオ（SS Radio）のほか、36局が登録

しているが、ほとんどがドナー、国際機関、NGOが資金援助しているコミュニティFMである。

これらのうち、国連ミッションの委託を受けてスイスのNGOが運営している「Miraya FM」が現

在、南スーダン全土に26の送信塔を有し、約60％のエリアをカバーするなど大規模な展開をし

ているほか、カトリック系「バキータFM」や米国政府が支援している「Sudan Radio Service」が

ジャーナリズムの底上げに一定の貢献をしている。 

 

２－２－３ 南スーダンTV・ラジオ 

国営南スーダンTVは1979年、国営スーダンTVのリレー局として発足した。1992年以降はスー

ダン政府軍の戦争プロパガンダに利用されるようになるが、1997年にジュバ州知事の管理下に

移管された後、2004年に南部スーダン調整評議会に統合された。2005年の和平合意後には、南

部スーダン情報省の管轄下に置かれる。人員構成は表１のとおりである。このほか、デザイン

装飾、技術及び支援スタッフを含め、計120名で運営している。現在の放送時間帯は午後6時～

12時、翌日の午後1時～6時（前日の再放送）となっている。使用言語は英語及びアラビア語。

社会、政治、経済問題を扱う番組を制作しているほか、漫画や映画等は外国から買っている。 

同局によると、現時点の問題点は、運営資金難と職員のトレーニング不足（特に放送技術）

だという。放送エリアは60マイル四方だが、イタリア政府から送信塔の供与を受ける予定であ

り、実現すれば120マイル四方で視聴可能となる。TV受像機の普及率については、都市部の富裕

層を中心として全体で約10％程度であり、地方の非都市部では、公的施設以外にほとんど受像

機が存在しない状態である。同局では2008年にいったん欧州方式の地上デジタル化への方針が

示されたが、現在はこれを放棄し、「白紙状態」（情報省）だという。 

他方、国営南スーダンラジオは1974年に設立された。報道、技術、支援スタッフら、計約100

名のスタッフを抱えている。現在、中波で1日9時間の放送を行っているが、近いうちにFMで16

時間放送を実施予定である。英語、アラビア語が中心であるが、14現地語で毎週、20分間のコ

ミュニティ番組を流している。レファレンダムに際しては、政府広報、有権者教育番組をはじ

め、登録を呼びかけるジングルも流した。 
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表１ 南スーダンTV 人員構成 

 

部 局 常勤職員 非常勤職員 合 計 

報道部 27 29 56 

番組制作部 29 40 69 

機材運用部 25 15 40 

技術部 15 3 18 

総務・財務部 9 0 9 

合計  105 87 192 

 

表２ 南スーダンラジオ 人員構成 

 

部 局 常勤職員 非常勤職員 合 計 

報道部 28 14 42 

技術部 24 0 24 

英語部 

（番組制作を担当） 
12 4 16 

アラビア語部 

（番組制作を担当） 
10 7 17 

地方言語部 

（番組制作を担当） 
0 21 21 

総務・財務部 0 0 0 

合計  74 46 120 

※総務・財務部については、財務省からの出向者が担当 

 

２－２－４ 南スーダンTV・ラジオの課題 

調査期間中に南スーダンTV・ラジオ職員20名弱に対するSWOT（Strengths, Weaknesses, 

Opportunities, Threats）ワークショップを行い、そのなかで現場での課題について聞き取りを行

った。南スーダンTV職員からは、スタジオやトランスミッターの不足による放送時間や放送対

象地域に制限が生じる、職員に対するトレーニングの不足、放送機材の不足や維持管理の不備

等の問題が挙げられた。 

また、上記の課題に通ずる問題として、南スーダンTV・ラジオとしての長期計画や経営計画

をもっていないことが指摘された（南スーダンラジオ職員から聞き取った課題も、上記とほぼ

同様である）。 

また、民間ジャーナリストやドナー関係者からは、南スーダンTV・ラジオの番組内容を良く

評価することはできず、南スーダンTV・ラジオは依然として政府のマウスピースであるとの意

見も挙がった（ただし、現在の情報大臣のメディアに対するリベラルな姿勢は、民間ジャーナ

リストからもこれを評価する意見があり、新任の情報省副大臣及び南スーダンTV・ラジオの

Director of TVが民間ジャーナリスト出身であることから、今後の南スーダンTV・ラジオを楽観
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視する意見も挙がった）。 

 

２－３ 案件実施に係る留意点 

２－３－１ 南スーダンTV・ラジオの公共放送局化に向けた活動（成果1） 

情報省が所管するメディア関連法令（「The Right of Access to Information Act」「Media Council 

Act」「South Sudan Broadcasting Corporation Act」）は議会で審議されており、同法案が可決されれ

ば、南スーダンTV・ラジオが情報省から独立し、公共放送局化する予定である（「South Sudan 

Broadcasting Corporation Act」によれば、南スーダンTV・ラジオは国会に対して説明責任を負い、

情報大臣の推薦を踏まえて大統領に任命される「Board of Directors」の監督下に置かれるとのこ

とである）。一方で、公共放送局化に向けた具体的な計画策定（経営、人事、予算策定等）は進

んでいないため、成果1に係る活動では、公共放送局化に向けた課題の抽出、同課題を解決する

ための対処方針の作成、及び公共放送局としての南スーダンTV・ラジオの組織ビジョン作成等

を行う。 

成果1に係る活動を進める際、本プロジェクトのC/Pのみならず、関係省庁も巻き込んで検討

すべき事項が生じると予想される（例えば、南スーダンTV・ラジオの予算策定のあり方を考え

る場合、財務省が関与することが考えられる）。したがって、成果1に関連するワークショップ

に関係省庁の参加を促す等の方法により、関係省庁の協力を得ながら、南スーダンTV・ラジオ

の公共放送局化を支援するよう留意する。 

さらに、メディア関連法令の議会での審議状況に係る情報収集を定期的に実施するとともに、

メディア関連法令が可決された後においても、同法令の施行状況に係る情報収集を引き続き行

う（特に、南スーダンTV・ラジオを監督する「Board of Directors」に関連する情報が重要となる）。 

 

２－３－２ 機材の維持管理及び運用に係る活動（成果2） 

南スーダンTV・ラジオにおいては機材管理が適切に行われておらず、数カ月前に購入した機

材が埃や砂を被って使用できない等、機材の維持管理・運用が喫緊の課題となっている。また、

本プロジェクトでは、南スーダンTV・ラジオの放送基盤の整備、放送時間の拡大等を目的とし

た機材供与を行う予定であるが、同機材が持続的に活用されるためには、南スーダンTV・ラジ

オ職員の機材維持管理・運用に係る能力が不可欠である。このため、プロジェクト開始後、可

及的速やかに機材の維持管理に係る課題をC/P機関とともに分析するとともに、同課題解決に向

けたOJTを実施することとする。 

また、南スーダンTV・ラジオ職員による機材維持管理・運用を標準化するとともに、プロジェ

クト終了後においても南スーダンTV・ラジオ職員自身で機材の維持管理が行われるよう、OJT

の結果を踏まえつつ、機材維持管理・運用に係るマニュアルを作成する。マニュアル作成に際

しては、成果2のワーキンググループを中心に作業を進めることとする。 

 

２－３－３ 番組制作に係る活動（成果3） 

南スーダンTV・ラジオの制作する番組は、社会経済、文化、保健等の番組が不足しており、

番組の質も低い。このため、本プロジェクトでは番組制作に係るOJTを実施するとともに、OJT

の結果を踏まえつつ、番組制作の手順や留意点についてまとめたガイドラインを作成する。同

ガイドラインの完成後は、教育や保健等の分野を対象として、国民の啓発を目的とした番組制
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作を行う。同番組制作の過程では、プロジェクトで作成した番組制作ガイドラインを利用しな

がら作業を行うよう留意する。さらに、ジェンダー平等や女性のエンパワーメントに配慮した

番組制作となるよう配慮する。加えて、南スーダンでは教育や保健等の分野をはじめとするさ

まざまなプロジェクトが実施されているため、本プロジェクトで行う番組制作と他のプロジェ

クトの連携の可能性を検討する。 

 

２－３－４ 報道に係る活動（成果4） 

南スーダンでは、十分な教育を受けたジャーナリストが不足しており、南スーダンTV・ラジ

オに所属するジャーナリストも例外ではない。また、政府機関のみをニュースソースとするジャ

ーナリストが多く、多面的な角度から取材が行われていないことが、南スーダンのジャーナリ

ズムにおける大きな課題のひとつとなっている。 

かかる状況を踏まえ、本プロジェクトでは南スーダンTV・ラジオのジャーナリストを対象と

したOJTを実施するとともに、OJTの結果を踏まえつつ、正確・公平・中立な報道を行うための

留意点等をまとめた倫理規範の作成を行う。また、複数の情報ソースから取材を行うなど、取

材ノウハウをまとめた記者ハンドブックの作成を行う。さらに、OJTを通じて調査報道を行う意

識を記者の間に根付かせる。また、C/P機関と相談しつつ、可能な範囲で民間ジャーナリストを

巻き込んだ活動を実施する（わが国の報道方法を紹介するセミナーやワークショップを実施す

る等の方法が考えられる）。 

 

２－３－５ TVとラジオ、ワーキンググループ 

本プロジェクトでは成果ごとにワーキンググループ（成果2、3についてはTVとラジオ双方の

職員で構成されており、成果1についてはTVとラジオに加え、情報省職員も構成員となっている）

を設置しており、成果ごとの具体的な活動計画については、同ワーキンググループと調整する。

本プロジェクトではTVとラジオの双方を対象とした活動を計画しているため、それぞれの活動

の配分についても、ワーキンググループを通じて調整する。南スーダンにおいては、TVは主に

都市部の富裕層が所有する一方、ラジオは地方でも活用されている。政治プロセスを国民に広

く浸透させ、国民の啓発に必要な情報（教育、保健、農業等）を地方まで届けるためには、ラ

ジオが第一のメディアとなるため、ラジオに重点を置いた活動を基本とする。 

また、成果2及び成果3については、ラジオとTVで求められる技術が異なる部分もあることか

ら、TVとラジオそれぞれのサブワーキンググループを設置しており、プロジェクトで作成する

執務参考資料（放送機材の運用及び維持管理に係るマニュアル、番組制作ガイドライン）につ

いても、ラジオ用とTV用の2種類を作成することとする。成果4については、ラジオとTVのサブ

ワーキンググループを設置しているものの、プロジェクトで作成する執務参考資料（倫理規範、

記者ガイドブック）については、ラジオとTVで共通のものを作成する。 

 

２－４ 団長所感 

独立後8カ月を経た南スーダンは今、大きな分岐点にあるといえるだろう。長い紛争の後、よう

やく獲得した独立の喜びに耽溺し得た「Euphoria（多幸感）」の時期が終焉を迎え、政治指導者た

ちが国家運営の難しさを実感する段階に入っている。一方、独立によって自分たちの生活がドラ

スティックに改善されるであろうと無邪気に信じていた国民が、実際のところは生活に何の変化
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も訪れず、失望とともに政治指導者に対する不満を募らせる時期でもある。 

今回の調査のなかでは、そうした意識の変化を何度も痛感させられた。独立前の2011年5月、本

邦研修で来日した情報省次官は「国営メディアが公共放送局化すれば、一切の管理は行わない。

理想は、情報省という監督官庁自体が消失することだ」と語っていた。さらに独立直後の同年8月、

ジュバで開催されたジャーナリスト・ワークショップにおいて、基調演説を行った情報大臣は「民

主国家にとって、政府から独立したメディアが自由に活動し得る環境を整備することが極めて重

要だ」と国家建設の理念を述べている。その大臣が今回調査の会談時、「国営放送局は公共放送局

化後も、引き続き情報省が方向性を指導し、予算も情報省から出すことになる。職員の雇用も引

き続き政府で行う」と語った。大臣をとりまく環境の変化は明白であろう。英国国際開発省

（Department for International Development：DfID）から派遣されている情報省アドバイザーによる

と、先般、閣僚評議会のなかで、情報管理に関するメモランダムが採択され、政府として発表す

べき事項を政府内で共有したうえ、一元的に提供することが決まったという。初めて独立国家を

運営する指導層の間で、ようやく情報管理の重要性が認識され、自らがグリップを利かせ得る南

スーダンTV・ラジオの価値が再認識されているともいえよう。 

他方、民間においても、2011年の調査時、JICAの南スーダンTV・ラジオ支援案に歓迎の意を表

していたジャーナリスト団体の幹部が、「南スーダンTV・ラジオは南スーダンの恥だ。どうしてJICA

はそんなメディアを支援するのか」と感情的に語っている。「治安維持法」によってジャーナリス

トが恣意的に逮捕され続ける北スーダンの軛から解放され、自由な報道環境を謳歌できる国家の

誕生を待ち望んでいた報道関係者の失望が垣間見える。 

こうした国家建設の過渡期において、同局に対する適切なインプットを始めることは、南スー

ダンの将来にとって死活的な重要性をもつであろう。このまま政府の広告塔に甘んじ現政権の独

裁を支えるか、正確・公正な報道を実現し得る「民主国家の礎石」となるか、その帰趨するとこ

ろは本プロジェクトの成果にかかっているともいえよう。2011年、独裁政権の広告塔として君臨

した国営放送局によって、真のジャーナリズムが長期間封殺されてきた国家が中東で相次いで崩

壊している。南スーダンが今後、どの方向を志向するのか。そして、新たに設置される公共放送

局がその初動段階で、国家との関係を「民主的に」整理し得るかどうか、プロジェクトの成否も、

南スーダン民主化の成否も、そこに大きく依存することになろう。 
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第３章 5項目評価 
 

３－１ 妥当性 

以下の理由により、妥当性が高いと見込まれる。 

 

 （1）政策との整合性 

・本プロジェクトの計画内容は、対南スーダン事業展開計画の援助重点分野「新国家建設支

援（インフラ整備、ガバナンス能力強化）」に含まれるものであり、支援方針と整合している。 

・南スーダン情報省の5カ年計画（2012～2016年）の重点課題として、「国営TV・ラジオ局の

公共放送局化及び能力強化」が挙げられており、本プロジェクトの趣旨と合致する。 

 

（2）実施機関の妥当性 

・South Sudan Radioは、南スーダン全土をカバーする唯一のラジオ局であり、多言語によるニュー

ス報道、文化の多様性に配慮した番組制作がなされている。他方、South Sudan TVは同国唯

一の地上波TV局であり、選挙や国民投票等に際し、国民への情報提供に重要な役割を果た

してきた。現在、公共放送局化が進められている両放送局において、正確・公正な報道・

番組制作を実現し得る人材を育成することは、同国の民主国家建設プロセスにおいて意義

は大きく、他メディアへの波及効果も期待できる。 

 

（3）日本の支援の優位性 

・わが国では戦後の民主国家建設過程において、公的機関に対するメディアの監視機能が段

階的に醸成され、健全な国家再建に寄与し得たという経験の蓄積が存在する。 

・当分野における技術的優位性がある。 

・他ドナーと比べ中立的な支援を実施しているとして、南スーダン側から評価されており、

特に政治性への配慮を要するメディア分野では支援が受け入れられやすい。 

 

（4）ニーズとの合致 

・南スーダンにおいては、ジャーナリストや番組制作者のプロフェッショナリズムの欠如、

放送機材管理上の不備、統一スーダン時代の遺産である国家介入の日常化、放送網の未整

備の事情により、メディアの機能が十分に果たされていない。公共放送局への移行期にお

いて、正確・公正な報道・番組制作のできる人材を育成するとともに、放送機材・インフ

ラの充実を図ることを通じて、南スーダン全土において国民の知る権利を保障し得る広域

放送局を構築することは、民主国家建設にとって必須かつ喫緊の課題であり、その意義は

大きい。 

 

３－２ 有効性 

以下の理由により、有効性は高いと見込まれる。 

 

 （1）プロジェクト目標と成果の関係性 

・正確・公正な情報を国民に届けるメディアを育成するには、組織改革の方向性に関する問
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題意識の共有と、機材管理・番組制作・報道の各分野における担当者の意識改革及び技術

訓練が必要であり、これらを達成し得た成果とプロジェクト目標の関係性は明確かつ妥当

である。 

 

 （2）外部条件と阻害要因 

・公共放送局化に関する極端な政策の変更、政治介入がない限り、プロジェクトの活動は可

能であり、成果の達成が見込まれる。 

 

３－３ 効率性 

以下の理由により、本案件は効率的な実施が見込まれる。 

・技術分野における主要課題は、機材の維持管理能力の欠如であり、メンテナンスの不備によっ

て現在は使用不可となっている機材を再利用することで、効率的な放送技術の向上が見込ま

れる。 

・報道・番組制作分野については、選挙等、重大な政治イベントを中心に、短期的でインテン

シブな専門家投入によって効果が見込まれる。 

 

３－４ インパクト 

本案件のインパクトは以下のように予測できる。 

・技術・報道・番組制作の各分野において、プロフェッショナリズムを有する人材が育成され

れば、メディアとしての機能が向上し、上位目標の達成が見込まれる。 

・南スーダンで最大のカバー・エリアと人材を有する同局において、正確・公正な報道・番組

制作が行われれば、他メディアへの波及的インパクトも大きく、総体として同国メディアの

スタンダード向上にも資することが期待される。 

 

３－５ 自立発展性 

以下のとおり、本案件の自立発展性は高いと見込まれる。 

 

 （1）政策・制度面 

・新しいメディア環境を規定する法整備が完了する時期は流動的であるが、政府内の公共放

送局化に関する方針は一貫しており、この方向性は維持されることが見込まれる。 

 

 （2）組織・財政面 

・公共放送局化後、局の監督権は議会に移管されるが、予算は引き続き政府予算が割り当て

られる見込みである。国民への情報提供のチャンネルとして、政府内でメディアに対する

期待度が高まっており、同局への予算確保は継続的に可能であると予測される。 

 

 （3）技術力 

・同局はこれまで情報省管理下の放送局として、政府主導の採用システムのなかで、潜在能

力の高い人材を集めており、プロジェクトを通じた更なる能力開発によって、専門知識の

蓄積と継続が見込まれる。 
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第４章 討議議事録（R/D）の締結 
 

詳細計画策定調査の結果を踏まえ、関係機関と南スーダン事務所の協議のもと、2012年8月に討

議議事録（Record of Discussions：R/D）が締結された（付属資料５．）。 

 

 

 



付 属 資 料 

 

１．調査日程 

 

２．詳細計画策定調査時協議議事録（M/M） 

 

３．「南スーダンTV・ラジオ組織能力強化プロジェクト」PDM 

 

４．「南スーダンTV・ラジオ組織能力強化プロジェクト」PO 

 

５．「南スーダンTV・ラジオ組織能力強化プロジェクト」R/D 
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